








第６期豊橋市障害者福祉実施計画・第２期豊橋市障害児福祉実施計画の成果目標について

【第６期豊橋市障害者福祉実施計画】

１．福祉施設入所者の地域生活への移行

項目 令和５年度末
までの目標値 計画 実績 計画 実績 計画 実績

１人 ５人 ２人 ０人 ２人 ０人

３人 ５人 ５人 ５人

５人 １人 ６人 ２人 ６人 ４人

11人 ３人 17人 ７人

２．精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（入院中の精神障害者の地域生活への移行）

　ア　精神科病院からの退院率

項目 令和５年度末
までの目標値 計画 実績 計画 実績 計画 実績

入院後３か月
時点の退院率

69% 69% 58% 69% 62% 69% 59% 未達成

入院後６か月
時点の退院率

86% 86% 71% 86% 77% 86% 70% 未達成

入院後１年
時点の退院率

92% 92% 80% 92% 85% 92% 78% 未達成

地域移行に伴
う基盤整備量
（利用者数）

64人 64人 6人 64人 9人 64人 11人 未達成

取り組み内容

国の基本指針と同値

国の基本指針と同値

国の基本指針と同値

目標設定について

第６期豊橋市障害者福祉実施計画　成果目標

取り組み

○安心生活支援事業による生活
体験の場の提供
○居住サポート事業による住宅
への入居等の支援
○入所・短期入所事業所連絡会
を活用した情報提供
○地域移行促進ネットワーク検
討会での精神科病院との意見交
換や情報共有
〇アドバイザー事業による地域
移行支援研修の実施　等

第６期豊橋市障害者福祉実施計画　成果目標

精神科病院を退院された方のうち想定
される障害福祉サービス等の利用者数
（推計式により算出）

○安心生活支援事業による生活
体験の場の提供
○居住サポート事業による住宅
への入居等の支援
○入所・短期入所事業所連絡会
を活用した情報提供
○地域移行促進ネットワーク検
討会の開催
○日中サービス支援型ＧＨ検討
会での評価・助言による支援力
の向上に伴う安心した地域生活
の場の確保　等

達成

未達成

入所待ちの障害者も多く削減が困難
な状況ではありますが、地域生活移
行を進め定員減を進めている入所
施設もあることから、目標値である５
人の削減を達成しました。

評価

地域生活への移行が進まない理由
として、養護者の同意を得ることが
難しいことや利用者を支援可能な受
け入れ先が少ないこと等が挙げられ
ます。

令和３年度 令和４年度 令和５年度
評価

施設入所者
の削減数

地域生活への移行を進め定員縮小を検
討している事業所があることから、令和
元年度末時点の入所者数から1.6％削
減（国の基本指針に基づく）

５人

下段は累計

令和３年度 令和４年度 令和５年度

地域生活
移行者数

令和元年度末時点の施設入所者の6％
（国の基本指針に基づく）
ただし、第５期豊橋市障害者福祉実施
計画の目標値と実績の乖離が見られた
ため、第５期計画未達成分を除く（市独
自設定）

17人

下段は累計

割合は減少しているものの、実
績の数値で見ると、割合の分母
となる入院患者数が大幅に増
加しており、分子となる退院者
数は増加しております。
入院患者数が増えている理由と
しては、精神科病院の新病棟設
立や、新型コロナウイルス感染
症対策緩和に伴い、入院受入
の一時停止を緩和したことが大
きな要因であると考えられま
す。

目標設定について

資料２

「集計中」から更新しました
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　イ　精神障害者の地域移行に係るサービス利用

項目 令和５年度末
までの目標値 計画 実績 計画 実績 計画 実績

精神障害者の
地域移行支援
利用者数

21人 12人 3人 16人 3人 21人 2人 未達成

精神障害者の
地域定着支援
利用者数

1人 1人 1人 1人 1人 1人 0人 未達成

精神障害者の
共同生活援助
利用者数

112人 98人 169人 105人 228人 112人 217人 達成

精神障害者の
自立生活援助
利用者数

5人 2人 0人 3人 0人 5人 0人 未達成

　ウ　保健・医療・高齢福祉・障害福祉関係者による協議の場の設置

保健・医療・高齢福祉・障害福祉関係者等による連携強化を目指
す体制の構築を進めるため、豊橋市障害者自立支援協議会にお
いて、年に１回以上、目標設定及び評価（参加人数見込２１人[保
健１人、医療５人、福祉１２人、介護２人、当事者団体１人]）を実施
します。

評価及び取り組み

令和３年度より豊橋市障害者自立支援協議会に地域移行促進ネットワーク検討会を設置
し、入所施設や精神科病院等の関係機関と地域移行の実績や取組み等について情報共有
や意見交換等を実施しました。

令和３年度 令和４年度 令和５年度
評価

精神障害者の共同生活援助利
用者数は大きく増加しており、
目標値を達成しましたが、その
他の地域移行に係るサービス
提供は進んでおらず未達成と
なっています。事業所数が少な
いことや地域移行が進んでいな
いことが理由として考えられま
す。

第６期豊橋市障害者福祉実施計画　成果目標

平成29年度利用実績から令和元年度ま
での伸び率を基に設定
※数値は各年度の３月サービス利用分

平成29年度利用実績から令和元年度ま
での伸び率を基に設定
※数値は各年度の３月サービス利用分

平成29年度利用実績から令和元年度ま
での伸び率を基に設定
※数値は各年度の３月サービス利用分

平成29年度利用実績から令和元年度ま
での伸び率を基に設定
※数値は各年度の３月サービス利用分

取り組み
目標設定について

第６期豊橋市障害者福祉実施計画　成果目標

計画

○安心生活支援事業による生活
体験の場の提供
○居住サポート事業による住宅
への入居等の支援
○入所・短期入所事業所連絡会
を活用した情報提供
○地域移行促進ネットワーク検
討会での精神科病院との意見交
換や情報共有　等
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３．福祉施設から一般就労への移行

　ア　福祉施設から一般就労への移行者数

項目 令和５年度末
までの目標値 計画 実績 計画 実績 計画 実績

就労移行支援
からの移行者
数

80人 67人 51人 73人 49人 80人 64人 未達成

就労継続支援
Ａ型からの移
行者数

11人 9人 14人 10人 21人 11人 22人 達成

就労継続支援
Ｂ型からの移
行者数

12人 12人 18人 12人 15人 12人 17人 達成

移行者数合計 103人 88人 88人 95人 85人 103人 103人 達成

　イ　就労定着支援事業の利用率

項目 令和５年度末
までの目標値 計画 実績 計画 実績 計画 実績

就労定着支援
事業の利用率

70% 70% 33% 70% 41% 70% 45% 未達成

　ウ　就労定着支援事業の就労定着率（前年度末時点の就労定着者数/過去3年間の就労定着支援の総利用者数）

項目 令和５年度末
までの目標値 計画 実績 計画 実績 計画 実績

就労定着率が８
割以上の事業
所数

70% 70% 100% 70% 80% 70% 82% 達成

令和３年度

○就職支援スキルアップ検
討会による事業所の支援の
質の向上

第６期豊橋市障害者福祉実施計画　成果目標

国の基本指針の目標と同値

令和元年度実績の1.27倍以上（国の基
本指針に基づく。）

第６期豊橋市障害者福祉実施計画　成果目標

目標設定について

第６期豊橋市障害者福祉実施計画　成果目標

就労継続支援A、B型からの一般就
労移行者数及び合計者数は、目標
値を達成しましたが、就労移行支援
からの一般就労移行者数は全体的
に伸びてきてはいるものの、未達成
となっています。これは、就労移行支
援事業所の利用者数が伸び悩んで
いることが理由として考えられます。

○就職支援スキルアップ検
討会や相談支援事業所連絡
会等での就労定着支援活用
の周知

取り組み

取り組み

評価
目標設定について

高い定着率が継続しています。

令和４年度 令和５年度
評価

徐々に伸びてきてはいるものの
未達成となりました。

令和３年度 令和４年度 令和５年度
評価

国の基本指針の目標と同値

目標設定について

令和３年度 令和４年度 令和５年度
取り組み

○就職支援スキルアップ検討会
での事業所の支援力の向上
○サービス利用者を対象とした
事業所フェアや就労移行プレゼ
ンテーション大会等のイベント開
催
○特別支援学校における進路相
談会への参加
○大学生等の就労移行支援利
用や休職者のリワーク支援

令和元年度実績の1.30倍以上（国の基
本指針に基づく）

令和元年度実績の概ね1.26倍以上（国
の基本指針に基づく）

今後、一般就労者が減少する見込みのため、
令和元年度実績と同値を維持（市独自設定）
※国の基本指針は概ね1.23倍以上
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【第2期豊橋市障害児福祉実施計画】

１．障害児支援の提供体制の整備等

　ア　重層的な地域体制支援の構築を目指すための児童発達支援センターの設置及び保育所等訪問支援の充実

項目 令和５年度末
までの目標値 計画 実績 計画 実績 計画 実績

児童発達支援
センターの設
置数の増加

4か所 4か所 3か所 4か所 3か所 4か所 3か所 未達成

保育所等訪問
支援実施事業
所の増加

8か所 8か所 7か所 8か所 8か所 8か所 8か所 達成

　イ　主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所の確保

項目 令和５年度末
までの目標値 計画 実績 計画 実績 計画 実績

重症心身障害
児を支援する
児童発達支援
事業所の増加

4か所 4か所 4か所 4か所 4か所 4か所 3か所 未達成

重症心身障害
児を支援する
放課後等デイ
サービス事業
所の増加

4か所 4か所 3か所 4か所 4か所 4か所 3か所 未達成

　ウ　医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

豊橋市自立支援協議会「医療的ケアに関する検討会」において、
医療的ケア児に対する支援について協議し、地域で安心した生活
が送れるよう支援体制の構築を目指します。

医療的ケアに関する検討会を令和３～５年度で８回実施しました。医療的ケア児者を対象とした移動支援事業について検
討を重ね、令和5年8月より事業を開始することができました。医療的ケア児者の社会参加の促進と移動時の保護者の負
担軽減を図る取組みを進めています。

基本指針は1か所以上設置。本市は既
に設置済みだが、設置数の増加を目指
す（市独自設定）

基本指針は1か所以上設置。本市は既
に設置済みだが、設置数の増加を目指
す（市独自設定）

第2期豊橋市障害児福祉実施計画　成果目標
取り組み

計画

目標設定について

第2期豊橋市障害児福祉実施計画　成果目標

目標設定について

国の基本指針は1か所以上設置。本市
は既に設置済みだが、設置数の増加を
目指す（市独自設定）

国の基本指針は利用できる体制の構
築。本市は既に体制は構築済みだが、
実施事業所の増加を目指す（市独自設
定）

第2期豊橋市障害児福祉実施計画　成果目標

令和３年度

設置数の増加を目指すととも
に、障害のある子どもや保護者
等に対する地域の中核的な支
援機関としての具体的な取組み
内容を明確にする必要がありま
す。

事業所数の増加に合わせて
サービス利用者数も大きく増加
しています。

令和３年度 令和４年度 令和５年度
評価

令和5年度に１事業所が休止と
なり未達成。

令和４年度 令和５年度
評価
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資料3-1
【令和６年度生活支援専門部会（全体会報告用）】

協議事項 現状・課題 目標設定 取組内容（計画） 取組内容（実績） 達成度
達成度の理由と

今後の課題について

次年
度
取組
方針

協議事項 現状・課題 目標設定 取組内容（計画）

基
本
目
標

基
本
施
策

該
当
頁

大
項
目

中
項
目

該
当
頁

【上半期】
〇全相談支援事業所へアンケートを実施し、その内容を
もとにヒアリングを実施した結果、「対応困難ケースを基
幹へ相談する」という方法を地域内で確立できていない
ことがわかった。引き続きアウトリーチによるOJTやスー
パーバイズを実施し、事業所との連携を強化していくこと
を確認した。
〇セルフプランについて、者は原則認めないこと、児に
ついては原則認めないが条件付きで認めることとし、
サービスの円滑な利用のためやむを得ない場合に限る
ことを整理した。そのため課題解消に向けては、相談員
の資質向上に注力していくことを確認した。
〇相談支援専門員向けの茶話会を開催し、情報共有や
困り事相談を実施することで事業所間の連携強化を図っ
た。

B

【理由】
計画に掲げた内容を順調に実行できて
いる。
【課題】
・相談員の資質向上のため、アウトリー
チによるOJTやスーパーバイズを継続的
に実施して支援していく必要がある。
・相談員の実務能力均てん化に向け、当
市の社会資源の利用方法などを明記し
た手引きの作成を検討する。

【上半期】
〇事業所アンケートを実施し、ほぼ全ての事業所で事業
継続計画を作成済（未作成の事業所は年度内に作成予
定）であることを確認した。
〇災害発生時における安否確認フロー案を作成し、サー
ビス利用者の安否確認情報を行政が迅速に集約するた
めの仕組みや課題を検討した。

B-

【理由】
安否確認の体制づくりについては調整
する内容が多く、時間がかかっているた
め。
【課題】
・事業所毎で利用者の安否確認をする
ための統一的な様式や個人情報管理の
考え方、安否確認情報を集約するため
の方法等について検討が必要である。

【上半期】
〇強度行動障害者を多く受け入れている4つの生活介護
事業所へ、環境設定の工夫を知り自施設へ活かすため
の見学会等実施の依頼をし、下半期実行に移していく準
備を行った。

B

【理由】
計画に掲げた内容を順調に実行できて
いる。
【課題】
・地域における強度行動障害支援体制
を整備していくために、見学後の研修
者・受入側の意見等を活用し、来年度以
降も継続していく体制を検討する。

1
【継続】
相談支援体制
の充実

○相談支援事業所の相談員の資
質向上のため、基幹相談支援セン
ターと委託相談支援事業所が連携
して、アウトリーチによるOJTや
スーパーバイズを計画的に実施

○相談支援事業所が見つからず
サービスに繋がらないケースの解
消に向け、事業所や相談員を増や
すための取組みやセルフプランの
条件付き緩和等、具体的方策を検
討

○福祉相談サポートセンターなど
関係機関との連携強化（支援会議
や研修会への参加等）

Ⅲ 8 (1)

相談支援体
制の充実
①相談支援
体制の充実

19 Ⅱ 5
相談支援体制の
充実・強化等

【協議事項】　新規：今年度から新たに検討する協議事項　　継続：昨年度から引き続き検討する協議事項　　拡充：昨年度から内容を追加し引き続き検討する協議事項

【達成度】　Ａ：達成　Ｂ
＋
：進捗予定以上、Ｂ：進捗予定どおり、Ｂ

－
：進捗予定以下　C：未実施　D：実施困難（取組み中止）

○事業所アンケートによる業務継
続計画作成状況の把握

○災害発生時における安否確認
等をスムーズに行うため、行政と
の連携体制に関する具体的な検
討の実施

○事業所によって相談支
援専門員の担当件数や
支援力にばらつきがある

○サービス利用者の増加
に伴い計画相談の件数も
増加しており、すぐに相談
支援事業所が見つからな
いため、サービスの利用
開始が遅くなってしまう
ケースが増えている

○個別ケースにおける課
題が多様化しているた
め、包括的な支援体制の
整備が必要である

○相談員の資質向上
（実務能力の向上）

○相談員が見つからず
サービスに繋がらない
ケースの解消のための
具体的な方策を検討

○高齢や保育・教育な
ど他分野の機関との連
携強化

13

2

【継続】
大規模災害時
の支援体制の
充実

○業務継続計画の作成
が令和6年度より完全義
務化されたが、未作成の
事業所も少なからずある
と思われる

○実際の災害発生時に
は、想定していなかった事
態が発生し、業務継続計
画が十分に機能しない恐
れがある

○全ての事業所におけ
る業務継続計画の作
成

○災害時における安否
確認等をスムーズに行
うための行政との連携
体制の確保

Ⅲ 10 (1)

災害時に備
えた防災対
策、地域に
おける安全
対策等の充
実
③避難確保
計画の作成
及び避難訓
練の実施

22 該当なし

3

【継続】
強度行動障害
に対する支援
体制の整備

○強度行動障害に対応で
きる短期入所等のレスパ
イト先が少ないため、レス
パイト先を増やすことが必
要である

○マンパワー不足や専門
的知識のある職員が少な
い等の理由で、強度行動
障害に対応できる事業所
が限られているため、人
材育成が必要である

○強度行動障害に対
する地域の関係機関
が連携した支援体制の
整備

○強度行動障害者を受け入れて
いる事業所への見学・実習等の実
施

○専門知識や支援技術を持った支
援員を養成するための枠組みづく
りの構築

Ⅲ 4
地域生活支援拠
点（面的整備）の
維持と評価

138

(4)

(6)

障害者（児）
の生活に密
着した日中
活動系サー
ビスの利用
促進

日常生活に
必要なサー
ビス等の提
供
①地域生活
支援事業の
充実

19

20

Ⅱ

番
号

令和６年度(生活支援専門部会） 令和７年度（生活支援専門部会）

関連する計画等

豊橋市障害者福祉基本計画
2024～2029

第7期豊橋市障害者福祉実施
計画

第3期障害児福祉事業計画
2024～2026

取組内容
主要事業

小項目



資料3-2
【令和6年度就労支援専門部会】

協議事項 現状・課題 目標設定 取組内容（計画） 取組内容（実績） 達成度 達成度の理由と今後の課題について
次年度

取組方針
協議事項 現状・課題 目標設定 取組内容（計画） 基

本
基
本

該
当

大
項

中
項

該
当

【上半期】
〇事業所フェアを開催し、34事
業所が事業所の特色等につい
て紹介した。障害児やその家
族、学校関係者等、障害福祉
サービスに関心のある方３５０
人が来場し、将来の選択肢に
ついてイメージする機会を提供
することができた。

B

【理由】
計画に掲げた内容を順調に実行できている。

【課題】
・動画視聴コーナー（事業所紹介動画、障害基礎年金学習会動画）への参加者が少
なかった。来年度以降はより来場者のニーズに合うような講座内容及び方法に見直
す必要がある。

・出展事業所数及び来場者数に対して会場が狭く、車椅子での移動が困難となってし
まったため、代替会場や開催方法について検討する必要がある。

【上半期】
〇就職支援スキルアップ検討
会を開催した。
（第1回）年間計画、就労アセス
メントの説明
（第２回）事業所見学会
（第３回）事業所フェア
（第４回）企業見学会（9/24予
定）

B

【理由】
計画に掲げた内容を順調に実行できている。

【課題】
・事業所見学会の時間が足りず、質問できなかったという声もあったため、事前に質
問内容を確認して事業所へ伝えておく等、短い時間の中で有意義な会となるよう準備
する必要がある。

・市内停電により午後の事業所見学が中止となり、後日事務局のみで見学したため、
内容を周知する機会を設ける必要がある。

【上半期】
〇事業所交流会の日程や場所
の調整（11/27・あいトピア）等、
開催準備を行った。

〇事業所見学会や事業所フェ
アの開催により事業所同士が
意見交換する場を設けたこと
で、事業所の資質向上に寄与
することができた。

B

【理由】
計画に掲げた内容を順調に実行できている。

【課題】
・今年度の事業所交流会では事業所間の意見交換がより活発となるよう、食事をする
部屋と、意見交換を主とする部屋を分けて開催する予定。前年度と異なる部分の是非
について、開催後に検証する必要がある。

【上半期】
〇就職を希望する障害者に、ハ
ローワークの専門援助や愛知
障害者職業センターの情報を
提供した。
〇就業・生活支援センターを通
し、企業見学会の機会を設け
た。

B₋

【理由】
計画に掲げた内容を順調に実行できているが、一部未実施の部分がある。

【課題】
・障害者に対しても、就労支援付きの面接・相談会等の開催が決まり次第周知してい
き、就職のチャンスを広げていかなければならない。

【上半期】
〇企業見学会の開催にあたり、
見学先の企業や日程調整を
行った。 B

【理由】
計画に掲げた内容を順調に実行できている。

【課題】
・企業見学会で得た内容について、障害者雇用推進に還元していく方法を検討する必
要がある。

18

豊橋市障害者福祉基本計画
2024～2029

Ⅱ 2

雇用・教
育・相談機
関等と連
携した就
労支援の

強化
⑥就労支
援に向け
た関係機
関との連

携

(1) 17

第7期豊橋市障害者福祉実
施計画

第3期障害児福祉事業計画

小項目

17Ⅱ 5

(3)
今後の取
組み

雇用・教
育・相談機
関等と連
携した就
労支援の

強化

①福祉的
就労から
一般就労
への移行
の促進

(1)

〇障害者雇用に係る支援等
の周知・啓発のイベント等が
少なく、就職を希望する障害
者や支援者等に必要な支援
が行き届いていない

〇就職を希望する障害者
や支援者等が必要な支援
が受けられるよう周知・啓
発をする

〇ハローワーク、愛
知障害者職業セン
ター、就業・生活支
援センター等と連携
し、障害者、企業等
に障害者雇用に係る
支援等の周知・啓発
を実施

【継続】
障害福祉サービ
スの周知・啓発
及び障害者の就
労先拡充の検討

〇障害者の就労先として法
定雇用率の未達企業など障
害者就労先と福祉側の相互
理解が課題となっている

〇法定雇用率の未達企
業等との雇用推進への取
組を実施する

〇一般就労へ移行し
た障害者との座談会
や、障害者雇用を
行っている企業見学
等を通じて、障害者
雇用に繋がるような
取組を促進

〇様々な就労の選択肢を
知る機会の提供と各サー
ビスごとの理解を図ること
で障害者本人の就労意欲
向上へとつなげ、就職率
の増加を目指す

〇就労選択支援が開始と
なる令和７年度に向け、
利用概要について整理を
する

【継続】
事業所間の意見
交換と交流

〇近年事業所数が増加して
おり、事業所同士の関わりや
意見交換ができる機会が少
ない

〇事業所間が交流できる
場を今年度も設け、新規
の事業所を含めた参加事
業所数の向上を目指す

〇事業所のニーズに
合わせた交流会の
開催

〇障害者やそのご家
族を対象とした就労
に関する対面でのイ
ベントや勉強会を実
施

〇市内事業所等に
就労選択支援に関
するアンケートを実
施。

【継続】
事業者の就労支
援スキル・知識
の向上

〇近年の事業所数の増加に
より、事業所が求めている情
報や研修の幅が広がってい
る

〇事業者の就労支援スキ
ル及び知識の向上を目指
す

〇令和５年度に実施
したアンケートを踏ま
えてテーマ設定をす
るとともに、各回の
テーマを明示して参
加を募ることで、ニー
ズに合わせた研修を
実施

【協議事項】　新規：今年度から新たに検討する協議事項　　継続：昨年度から引き続き検討する協議事項　　拡充：昨年度から内容を追加し引き続き検討する協議事項

【達成度】　Ａ：達成　Ｂ＋：進捗予定以上、Ｂ：進捗予定どおり、Ｂ－：進捗予定以下　C：未実施　D：実施困難（取組み中止）

2

3

Ⅲ 2

取組内容
主要事業

関連する計画等

令和７年度（就労支援専門部会）

4

番
号

令和6年度(就労支援専門部会）

1

【拡充】
就職者数及び就
職率を増加させ
るための取り組
み

〇就労系サービス利用者の
就職率は横ばいが続いてお
り、本来一般就労可能な障
害者が福祉サービスに留め
て置かれることがないよう、
一般就労へつなげていく支
援が必要である

〇令和７年10月より就労選
択支援サービスが新たに開
始されることに伴い、現行の
サービスを含めたサービスご
との概要や目的を、利用者
やご家族に対して分かりやす
く伝える必要がある



資料3-3
【令和６年度こども支援専門部会（全体会報告用）】

協議事項 現状・課題 目標設定 取組内容（計画） 取組内容（実績） 達成度 達成度の理由と今後の課題について
次年度

取組方針
協議事項 現状・課題 目標設定 取組内容（計画）

基本
目標

基本
施策

該当
頁

大
項目

中
項目

該当
頁

【上半期】
○「こども発達支援ガイド」を改訂し、発達
支援の相談窓口の一つとして児童発達支
援センターを記載した。また、来庁市民へ
配布、関係機関や事業所に対し活用の周
知を行った。
○子育て支援センターが集う会議に参加
し、各子育て支援センターにて児童発達支
援センターによる相談支援が実施可能か
打診を行った。
○ペアトレ支援体制検討会で今年度実施
するペアレント・トレーニングの事前の打ち
合わせを行った。また、来年度以降も継続
して実施する体制について協議した。
○広報への掲載や市内保育園等の関係機
関へ案内することで市民へのペアレント・ト
レーニングの周知を行った。

B

【理由】
計画に掲げた内容を実行できている。
【課題】
・令和７年度に向け、子育て支援センターでの相談支援の運
営体制を検討する必要がある。
・児童発達支援センターが主体となりペアレント・トレーニング
を継続して運営していく仕組みづくりや来年度の開催に向け
て、講義内容、方法等を引き続き検討する必要がある。

【下半期】

【上半期】
○こども通所事業所連絡会（第1回7/12）に
てグループワークを実施し、事業所の特色
や課題を共有した。
○こども発達センター職員の言語聴覚士、
理学療法士による第１回専門職種による通
所支援事業所職員向け講座（9/4）を開催
した。
○児童通所職員向け講座（5/10、5/23）を
開催し、児童発達支援センター職員（豊橋
くすのき学園、豊橋あゆみ学園、高山学
園）による障害児支援に関する制度や支援
についての講座を実施し、社会資源として
の役割を共有した。

B

【理由】
計画に掲げた内容を実行できている。
【課題】
・グループワークで抽出された課題の中から地域のこととして
考えられる課題を吸い出し、事業所にどのようにフィードバッ
クしていくか検討する必要がある。

【下半期】

【上半期】
○第１回こども通所事業所連絡会（7/12）
にてグループワークを実施し、事業所の特
色や課題を共有した。
○第１回こども通所事業所連絡会でこども
発達センター職員より、日々の支援に活用
してもらうため巡回相談事業についての情
報提供を行った。
○特別支援連携協議会（5/24）や療育関係
者連絡会議（5/9）にて、各機関の状況や課
題を共有した。

B

【理由】
計画に掲げた内容を実行できている。
【課題】
・引き続き、事業所に対して関係機関の情報提供を積極的に
行い、連携の強化を図って行く必要がある。
・他のサービス事業所と交流する機会の提供として、市内全
福祉サービス事業所対象の研修等の案内周知を積極的に
行っていく必要がある。

【下半期】

番
号

令和６年度(こども支援専門部会） 令和７年度（こども支援専門部会）

関連する計画等

豊橋市障害者福祉基本計画
2024～2029

第７期豊橋市障害者福祉実施計画
第３期障害児福祉実施計画

2024～2026

取組内容
主要事業

小項目

⑵
11

【新規】
子育て支援体制の充
実

○子育ての中で、特に
幼児期の育てにくさや
困難さを感じ、発達を
心配する保護者から
の相談が多くなってい
る。併せて、児童発達
支援や放課後等デイ
サービスの利用も
年々増加している

○発達支援を受ける
だけではなく、各家庭
でより肯定的に育児が
できる支援を推進して
いく必要がある

○地域における
中核的役割とし
て、児童発達支援
センターが中心と
なり子育て支援を
進めていく

Ⅱ

○児童発達支援セン
ターが地域に根差した子
育てに関する相談窓口
のひとつとしての役割を
担う体制を整える

○ペアレント・トレーニン
グの市民への周知およ
び実施と児童発達支援
センターとして継続的に
実施していくための体制
を検討する

⑶

①重層的な地
域支援体制の
構築を目指すた
めの児童発達
支援センターの
設置

⑤発達障害児
（者）を支える支
援の推進

4
・
5

2

【新規】
障害児通所支援事業
所の役割強化

○障害児通所支援事
業所の増加、子どもや
保護者の幅広いニー
ズにより、各事業所の
支援内容は多様化し
てきている

○事業所において地
域の発達支援を担う
社会資源としての役割
や意識を共有していく
必要がある

○地域に根差した
発達支援の役割
や課題を共有し、
取り組みを検討す
る

○連絡会や交流会にて、
地域の発達支援の役割
を共有し、課題の抽出を
することで対応策を整理
する

○地域の専門的機関に
よる障害児支援に係る
知識や技能を学ぶ講座
を実施する

○児童発達支援セン
ター職員が地域の障害
児通所支援事業所に対
し、地域の特色に沿った
障害児支援に関する講
座を実施する

⑴
②障害児のい
る家庭への支
援

18 Ⅱ 1

3

【継続】
事業所間、関係機関と
の連携による支援体
制の強化

15

Ⅱ 1

○事業所間、関係機
関との連携体制は構
築されつつあるもの
の、新規指定の事業
所等もあるため随時
の連携が必要である

○事業所同士が
話し合う時間を設
けて連携を強化
する

○関係機関の役
割を改めて周知
するとともに、他
機関との連携を強
化する

○事業所連絡会や事業
所交流会でグループ
ワークを実施する

○障害児サービス事業
所同士のみに関わらず、
その他のサービス事業
所と交流する機会を提供
する

○子育て支援に関する
関係機関の位置づけを
事業所に周知する

○特別支援連携協議会
や療育関係者連絡会議
と協力し、学校、医療、
保育等の他機関と情報
共有を行う

Ⅱ 1

【協議事項】　新規：今年度から新たに検討する協議事項　　継続：昨年度から引き続き検討する協議事項　　拡充：昨年度から内容を追加し引き続き検討する協議事項
【達成度】　Ａ：達成　Ｂ＋：進捗予定以上、Ｂ：進捗予定どおり、Ｂ－：進捗予定以下　C：未実施　D：実施困難（取組み中止）

サービス確保に
向けて

9⑴
③療育関係機
関等との連携

15 Ⅲ 1 ⑶

サービス確保に
向けて

9⑴

⑤豊橋市障害
者自立支援協
議会の障害児
支援機能の強
化

Ⅲ 1



  

 


